
生産性動学と日本の経済成長

―『法人企業統計調査』個票データによる実証分析―

乾友彦・金榮愨・権赫旭・深尾京司

本論文では，1982年から 2008年までの『法人企業統計調査』の企業レベルの個票データを利用し，

製造業と非製造業の TFPの動向を観察した．以下の分析結果を得た．製造業に比べ，非製造業の

TFP上昇率は非常に低かった．産業内において TFP格差が存在し，その格差が持続的であった．生

産性動学の結果からは，製造業を中心に TFP上昇率の加速が観察された．

JEL Classification Codes : O47, O53

1．はじめに

1990年代以降，TFPが大きく下落した構造

的原因の解明については多くの研究が行われて

きた1）．Nishimura et al.（2005）と Fukao and

Kwon（2006）は 90年代の製造業について分析し

（ただし，Nishimura et al.（2005）は商業・飲食

店も分析対象にしている），生産性が低い企業

より生産性が高い企業が退出する市場の自然淘

汰のメカニズムが正常に機能しない現状を明ら

かにした．一方，非製造業に対する生産性分析

の先行研究としては，Matsuura andMotohashi

（2005），Ahearne and Shinada（2005），金・権・

深尾（2008）がある．Matsuura and Motohashi

（2005）は『商業統計調査』の個票データを用い

て，労働生産性が低い事業所が退出し，高い事

業所が存続するという製造業の先行研究と異な

る結果を得ている．Ahearne and Shinada

（2005）は，上場企業の財務データを利用して，

90 年代の商業，建築・土木，貨物運送業にお

いて TFPの低い企業の生産シェア拡大によっ

て，産業全体の生産性が鈍化した結果を示した．

金・権・深尾（2008）は上場企業と非上場企業の

データを結合し作成した JIPミクロデータベー

スを利用して，非製造業に対する生産性上昇の

分解分析を行い，非製造業における生産性上昇

の主要な源泉が製造業と同様に内部効果（各企

業内で達成された企業の TFP上昇による産業

全体の TFP が上昇する効果）にあることを明

らかにした2）．しかしながら，これらの研究は

データの制約のために 90年代以降に限定され

ている問題がある．より長期的な視点に立てば，

経済全体の低成長が 90年代に突如として始ま

ったわけではなく，日本経済が健全な時代から

前兆があった可能性も考えられる．Fukao,

Kim and Kwon（2008）が 1981 年以降の工業統

計表の個票データを用いて，生産性動学分析を

行った結果によると，日本経済における低い新

陳代謝機能は失われた 10年といわれる 1990年

代の固有の現象ではなく，それ以前から一貫し

て続いていた現象であった．しかしながら，こ

の分析は分析対象を製造業のみに限定している

問題がある．これまでは，データの制約のため

に，1980年代を含む非製造業の TFP動向に関

して，企業・事業所レベルデータを用いた実証

研究は行われてこなかった．本論文では，1982

年以降の『法人企業統計調査』の個票データを

もとに，1990年代以前の非製造業に属する企

業の生産性動向の把握と製造業と非製造業間の

生産性を比較する．

本論文の貢献は，非製造業の TFPレベルの

低下が 1990 年代以前に始まったかどうか，

TFP上昇率の低迷は，どのような産業（製造業，

非製造業）で著しいか，生産性格差は拡大して
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いるのか，TFP上昇率の源泉が製造業と非製

造業で異なるのかどうか等の問いについて回答

可能な点が挙げられる．

本論文の構成は以下の通りである．まず，第

2節は分析に用いたデータについて説明する．

第 3節では TFPレベルを計測し，その長期的

な動向を製造業と非製造業に分けて見る．第 4

節では，TFP格差の推移と決定要因について

分析する．第 5節では生産性動学分析を製造業

と非製造業に分けて行い，生産性上昇の源泉を

提示する．最後に，得られた主要な結果をまと

める．

2．分析に用いるデータ

分析に用いるデータは財務省が実施している

『法人企業統計調査』の年次別の個票データで

ある．本データは 1948年からの長期間，日本

の営利法人等の企業活動の実態を把握するため

に，標本調査されてきたもので，調査データに

は産出額，有形固定資産額，従業員数，中間投

入額に関する情報，詳細なコスト情報等が存在

する．そのため，企業の生産性や利益率等のパ

フォーマンスを詳しく把握できることに大きな

利点がある．本論文では，『法人企業統計調査』

の全個票データについて 1982年から 2008年ま

での 27年間のデータを使って企業の生産性を

計測し，生産性動学分析を行った．3節に計測

方法を説明するが，TFP の異常値（3σ 基準で

判断）を除いて，1982 年から 2008 年までに

TFPレベルが計測できた観測数は，延べ約 56

万（製造業：20万，非製造業：36万）である．

3．TFPレベルの計測とその長期的な動向

我々は『法人企業統計調査』の産業分類（30

産業（製造業：15，非製造業：15）にあわせる形

で，各産業の産業平均に対する各企業の相対的

な TFP を算出した．Good, Nadiri and Sickles

（1997）と同様に，t時点 ( t>0)における企業 f

の TFP 水準対数値を初期時点（t=0，我々は

1982年とした）における当該産業の代表的企業

の TFP水準対数値との比較する形で，次のよ

うに定義する．

t=0について

ln TFP   = (ln Q  −ln Q )
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ここで，Q  は t期における企業 f の産出額，

S   は企業 f の生産要素 iのコストシェア，

X   は企業 f の生産要素 iの投入量である．

また，各変数の上の線は，その変数の産業平均

値を表す．生産要素として資本，労働，実質中

間投入額を考える．労働時間は企業レベルのデ

ータが存在しないため各産業の平均値の統計で

代用している．

産業の平均的な産出額，中間投入額，生産要

素のコストシェアを持つ企業を代表的企業とし

て想定する．（2）式の右辺の第一，第二項は t

時点の企業 f とその時点における代表的企業

の間の，TFP水準対数値の乖離を表す．第三，

第四項は t時点における代表的企業と初期時点

における代表的企業の間の TFP水準対数値の

乖離を表す．このように計測された TFP指数

は横断面の生産性分布のみではなく，代表的企

業の TFPが時間の経過につれて変化すること

を考慮することにより，時間を通じた生産性分

布の変化も同時に捉えることが可能となる．ま

た，生産関数の推計による生産性計測と違って，

企業間の異なる要素投入や生産物市場の不完全

競争を考慮することができる長所がある3）．

図 1 は，JIP2010 を使って日本の TFP 上昇

率を製造業と非製造業（市場経済のみ）別に見た

結果である．バブル経済期を除けば，製造業と

比較して，非製造業の TFP上昇が一貫して停

滞していることがわかる．図 2には，『法人企

業統計調査』の個票データを使って，計測され
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た年度別平均 TFPレベルの推移が示されてい

る4）．製造業と非製造業間の平均 TFP レベル

のトレンドの格差は大きく，収束しないまま推

移している．また，産業レベルのデータを用い

た結果と同様に，全期間（1982-2008）を通じて，

製造業の平均 TFPレベルは上昇傾向にあるが，

非製造業は全期間低迷している傾向にあること

が分かる．非製造業の平均 TFPレベルは失わ

れた 10年が始まる以前の 1984年から 1993年

まで一貫して低下していることがわかる．また，

2000年以降，製造業の TFP上昇は加速しが，

非製造業の TFPレベルも増加傾向に転じてい

る．しかしながら，非製造業については，2005

年の TFPのレベルが全期間で一番高いものの，

80年代前半の TFP水準とほぼ同じ状況である．

4．TFP格差の推移とその決定要因

3節では製造業と非製造業の間に大きな生産

性トレンド格差が存在し，その格差が収束しな

いことを見た．近年の実証分析の結果によると，

同一産業内であっても，企業間の生産性が大き

く異なることと，その異質性が持続することが

知られている（Bartelsman and Doms（2000））．

Aghion et al.（2005）の研究は産業内における生

産性格差の程度が産業の生産性上昇に影響を及

ぼすことを明らかにした．彼らの研究結果によ
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図 1．JIPデータベースによる TFP上昇率の推移：製造業と非製造業

図 2．製造業・非製造業の平均 TFPレベルの推移

注） TFPは産出ベースの値である．（JIP2010データによる）



れば，企業間の生産性格差が少ないほど，激し

い競争から抜け出すためのイノベーションを促

進することで，企業の生産性上昇をもたらすが，

企業間の生産性格差が大きいとイノベーション

によって他企業の生産性レベルにキャッチ・ア

ップしても，十分な利益を獲得できないことか

ら生産性を上昇させようというインセンティブ

が働かない可能性が高いと指摘している．Fo-

gel, Morck and Yeung（2008）も企業間の順位変

化が活発な国ほど経済成長率が高いとの結果を

得ている．このような研究結果に基づくと，日

本の製造業は非製造業に比べて，TFPレベル

の格差が小さいことが予想される．その仮説を

確認するために，企業間の生産性格差の指標に

関しては，上位 25％と下位 25％の TFPレベ

ルの差，上位 10％と下位 10％の TFPレベル

の差，TFPレベルの標準偏差の 3つを用意し

た．表 1には産業別平均 TFPレベルと三つの

生産性格差指標が示されている．細かい産業レ

ベルにおいてみても，企業間の生産性格差が非

製造業ほど高いことが分かる．上位 10％と下

位 10％の TFP レベルの差の基準で見ると，

娯楽業，不動産業，卸売業，その他のサービス

業の順に生産性格差が大きく，建設業と小売業

を除くと生産性格差が小さい産業はほとんど製

造業であることが分かる．

生産性格差を横断面で見ると，時間の変化に

伴う格差の傾向を見ることができない．時系列

方面の傾向を見るために，図 3と 4に三つの生

産性格差指標の平均値を製造業と非製造業に分

けて示した．この図は 1982年を基準として描

いたものである．これを見ると，生産性の格差

が製造業と非製造業とに関係なく近年まで拡大

している傾向がみられる．

また，非製造業に比べて，製造業における生

産性の格差が拡大していることが確認できる．

製造業の産業内 TFPレベルの格差の拡大はフ

ロンティア企業（生産性レベル上位 10％企業）

の高い生産性上昇率によるのに対し，非製造業

では生産性の低い企業の低迷によるものである
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−0.10818901食料品製造業

TFPレベルの
標準偏差

TFPレベルの
上位 10％と下位
10％間の格差

TFPレベルの
上位 25％と下位
25％間の格差

平均 TFP
レベル

観測値産業名

表 1．産業別の TFPレベルとその格差

パルプ・紙・紙加工品製造業

0.1310.2890.133−0.1475528木材・木製品製造業

0.1720.4200.205−0.07312597繊維工業

0.1340.3120.155

0.2870.1210.08318881化学工業

0.1670.4060.197−0.0388181印刷・同関連業

0.1150.2750.132−0.0677151

−0.0258132鉄鋼業

0.1380.3160.148−0.02610766窯業・土石製品製造業

0.1300.2960.147−0.2804114石油製品・石炭製品製造業

0.135

機械器具製造業

0.1330.3090.148−0.02913564金属製品製造業

0.1250.2820.129−0.0188213非鉄金属製造業

0.1170.2710.125

0.3070.1380.03917522輸送用機械器具製造業

0.1550.3380.1550.34123308電気機械器具製造業

0.1480.3350.159−0.00125190

−0.1345042鉱業

0.3100.6760.302−0.19111138農林水産業

0.1440.3220.1500.01318538その他の製造業

0.135

ガス・熱供給・水道業

0.2180.5400.191−0.1251295電気業

0.1110.2610.128−0.15060332建設業

0.2430.4890.210

0.6000.273−0.16037250運輸業

0.3010.7010.356−0.09312937情報通信業

0.1590.3570.160−0.2903799

−0.47633713不動産業

0.1260.2740.130−0.02261214小売業

0.3140.7510.3670.12866049卸売業

0.259

娯楽業

0.2740.6370.300−0.2346443生活関連サービス業

0.2100.5070.251−0.21112195宿泊業

0.3560.8470.409

0.6950.340−0.34122267事業所サービス業

0.3350.7120.332−0.22821715その他のサービス業

0.3860.9210.465−0.32811697

0.313



ことが図 5-1と 5-2からわかる．非製造業でみ

られるこのような現象は，下位企業が生産性上

昇率を高めようとするインセンティブの低下だ

けではなく，企業間の順位変動が起きないこと

により日本経済全体の新陳代謝機能を弱める可

能性を強く示唆するものであると考えられる．

次に，生産性格差が拡大した原因について確

認する．金・深尾・牧野（2010）では，大企業は

1990年代以降も TFP上昇が堅調であったのに

対し，中小企業の TFP上昇は停滞しているこ

とを明らかにしている．本論文でも，TFP格

差が企業規模間で広がったかどうかについて確

認する．金・深尾・牧野（2010）と同様に，各年

の企業全体を，売上高が高い順で並べ，上位か

ら売上の累積合計が産業全体の売上高合計の四

分の一になるところでグループを分け，各グル

ープの売上合計が産業の売上合計の四分の一ず

つになるようにした．企業規模別グループをダ

ミーとした説明変数（最も規模が小さいグルー

プを標準ケースとした）に，TFPレベルを被説
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図 3．製造業における TFP格差の推移

図 4．非製造業における TFP格差の推移



明変数とした回帰分析を行った．期間別に違い

があるかどうかを確認するために，全期間を 3

期間（1982-1990，1991-2000，2001-2007）に分

けた回帰分析も行った．TFPレベルと企業規

模の関係を示した結果は，表 2にまとめてある．

表 2より，企業規模が大きくなるほど，企業

の TFPレベルが統計的に有意に高いことが示

された．『企業活動基本調査』を用いた金・深

尾・牧野（2010）の結果とは対照的に，非製造業

においても，大企業と中小企業間の TFPレベ

ルの格差が拡大していることが確認できた．

金・深尾・牧野（2010）では企業規模間の生産性

格差を研究開発と国際化の格差に起因すること

を明らかにしている5）．

上記の結果をまとめると，以下の通りである．

横断的分析から，製造業に比べて，非製造業の

TFPレベルの格差が大きいことがわかった．

一方，時系列の分析では，非製造業に比べ製造

業の生産性の格差が拡大していることが示され

た．また，企業規模別の分析から，非製造業に

おいても，大企業と中小企業間の TFP格差が

拡大していることがわかった．

5．TFP上昇の分解分析：製造業と非製造業の

比較

前節までの分析では，製造業と非製造業では

TFPレベルの推移とその格差の面で非常に対

照的であることを議論した．本節では，動学的

な視点で TFP上昇の要因においても，製造業

と非製造業で異なるかをみるために，全数調査

である資本金 6億円以上の企業のみを独自にパ

ネル化したデータを用いた TFP上昇の分解分

析を行う．

TFP上昇の要因に関する分解分析を行う前

に，製造業と非製造業における企業の参入退出

（参入には資本金が増えて 6億円以上になった
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図 5-2．非製造業における分位別 TFPレベルの推移

図 5-1．製造業における分位別 TFPレベルの推移



企業，退出には資本金が減って 6億円未満にな

った企業を含む．また，業種の変更も参入退出

の原因となる）や相対的なランクの逆転のよう

な新陳代謝機能の違いを確認するために，企業

の生産性レベルに基づいた推移行列（表 3と 4）

を作成した6）．その結果，企業の生産性の持続

の程度は，製造業と非製造業において大きな差

は見られなかった．上位グループに属していた

企業は 10年後でも 6割程度はそのままの地位

を維持し，下位グループにランクされた企業も

3，4割は同じランクに属していることが分か

る．

製造業と非製造業における新陳代謝機能には

大きな差がないことがわかったが，生産性レベ

ル，格差の傾向は大きく異なっている．その要

因を探るために，企業を存続企業（基準年から

比較年にかけて存続した企業），参入企業（比較

年に新たに表れた企業）と退出企業（比較年に消

えた企業）に分類し，存続企業の TFP は基準

年と比較年のデータをプールした存続企業グル

ープの TFP の平均値，参入企業の TFP は参

入した年（比較年）の参入企業グループの TFP

の平均値，退出企業の TFP は退出した年（基

準年）の退出企業グループの TFP 平均値で各

企業グループ別の平均 TFPレベルを求め，そ

の長期的な推移を，製造業と非製造業に分けて

比較してみた7）．これらの結果は，図 6と 7に

示されている．製造業においては，存続企業，

参入企業，退出企業の TFPがともに，長期的

に上昇傾向にあることが確認できる．時期別に

TFPの動向を見ると，1998年以前は，存続企

業の平均 TFP が参入企業と退出企業の平均

TFPより概ね高かったが，1998年以降になる

と，参入企業の TFPレベルが存続企業の TFP

レベルより高いことがわかる．特に 2000年以

降の景気回復期には参入企業の TFPレベルの

上昇が目立つ．この期間の製造業全体の TFP

の上昇は，存続企業内の生産性上昇だけではな

く，以前よりも TFPレベルの高い企業の参入

が多いことにも起因していると考えられる．図

7に示された非製造業の結果は製造業と対照的

である．TFPレベルが長期的停滞傾向にある

中で，存続企業の TFPレベルが参入，退出企

業の TFPレベルより一貫して高い水準で推移

していることが確認できる．ただし，2000 年

代には，参入退出企業の TFP が存続企業の

TFP より高い現象も起きるようになった．

2000年以降の景気回復局面においては，製造

業と同様に，存続企業の TFPがあまり伸びな

い中で，TFPがより高い企業の参入が非製造

業全体の TFPを押し上げた要因の一つであっ

たと言えよう．

上記で見たように，製造業と非製造業の

TFP上昇には，存続企業のみではなく，企業

の参入も寄与している．深尾・金（2009）は失わ

れた 10 年間の TFP 上昇率の減速が産業間の

資源配分の非効率性よりも，産業内の企業間の

資源配分の問題にあるという結果を得ている．

TFP上昇の源泉がどこにあるのかについて確

認するために，ここでは製造業と非製造業全体

の TFP の上昇を，各企業内における TFP 上

昇のみではなく，TFPの高い企業の拡大や低

い企業の縮小，TFPの高い企業の参入や低い

企業の退出のような企業間の資源再配分の寄与

も分析できる生産性動学分析を行う．

まず，各企業レベルの TFPを産業レベルに
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（0.001）（0.001）

0.235***0.202***0.163***トップグループ

2001-20071991-20001982-1990製造業

表 2．企業規模別グループ間の TFPレベル格差

（0.002）（0.001）

0.132***0.107***0.081***第 3グループ

（0.002）（0.001）（0.001）

0.189***0.157***0.124***第 2グループ

（0.002）

7792865420観測値

0.76360.58340.334R-squared

（0.003）（0.002）（0.002）

−0.235***−0.203***−0.236***定数項

（0.002）

0.205***0.194***第 2グループ

（0.002）（0.002）（0.002）

0.326***0.279***0.270***トップグループ

非製造業

57238

−0.342***−0.320***定数項

（0.002）（0.002）（0.002）

0.150***0.125***0.118***第 3グループ

（0.002）（0.002）（0.002）

0.250***

注） 1．括弧内は不均一分散を考慮した頑健な標準誤差である．

2．*** p<0.01．

3．Pooled OLS．

4．すべての推計式には産業ダミーと年ダミーが含まれている．

110022145110111954観測値

0.46020.48110.3057R-squared

（0.014）（0.007）（0.006）

−0.161***



集計する方法として Baily, Hulten and Camp-

bell（1992）の方法を用いる．t年における，あ

る産業の TFPの対数値を次式のように定義す

る．

ln TFP =∑


 θ   ln TFP  

ここで，ln TFP  は各企業の TFP水準の対

数値，ウエイトの θ  は企業 f が属している産

業における当該企業の名目売上高シェアである．

生産性分解の方法として，Foster, Haltiwanger

and Krizan（2001）の分解方法（以下では FHK

分解方法と呼ぶ）を採用した．

FHK 分解方法は各産業における TFP 水準

対数値の基準年 t−τ（基準年は初期時点 0より

後の年でも構わない）から比較年 tにかけての

変化は，次の 5つの効果の和として恒等的に分

解できる．

内部効果（Within effect）：

∑  θ  

∇

ln TFP  

シェア効果（Between effect）：

∑ 

∇

θ   ( ln TFP  −ln TFP )

共分散効果（Covariance effect）：

∑ 

∇

θ  

∇

ln TFP  

参入効果（Entry effect）：

∑  θ   ( ln TFP  −ln TFP )

退出効果（Exit effect）：

∑  θ   ( ln TFP−ln TFP   )

ただし，Sは基準年から比較年にかけて存続

した企業の集合，N と Xはそれぞれ参入，退

出した企業の集合をあらわす8）．また，変数の

上の線は産業内全企業の算出平均値，

∇

は

t−τ期から t期までの差分を表す．第一項の

内部効果は各企業内で達成された企業の TFP

上昇による産業全体の TFPが上昇する効果を

表す．第二項のシェア効果は基準時点において
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注） 1．上段の数字は企業数を表す．

2．括弧内数字は期首の全企業に占める割合である．

1990

表 3．TFPレベルによる企業ランクの推移行列：製造業

814657104106最下位グループ

1982

全企業退出企業
最上位
グループ

第 3分位
グループ

第 2分位
グループ

最下位
グループ

325310311691第 2分位グループ

（0.21）（0.12）（0.14）（0.26）（0.27）

394

28901119373第 3分位グループ

（0.08）（0.13）（0.26）（0.29）（0.23）

395

32156976446最上位グループ

（0.07）（0.23）（0.28）（0.24）（0.18）

395

211187178239参入企業

（0.08）（0.39）（0.25）（0.16）（0.12）

395

退出企業
最上位
グループ

第 3分位
グループ

第 2分位
グループ

最下位
グループ

2000

（0.22）（0.04）（0.09）（0.22）（0.43）

5771272352128247最下位グループ

1991

全企業

（0.15）（0.04）（0.24）（0.34）（0.23）

5778424137197135第 2分位グループ

（0.13）（0.11）（0.41）（0.24）（0.11）

577776623413664第 3分位グループ

（0.16）（0.60）（0.15）（0.05）（0.04）

57895347843121最上位グループ

2008

170123137162参入企業

195727117283最下位グループ

2001

全企業退出企業
最上位
グループ

第 3分位
グループ

第 2分位
グループ

最下位
グループ

13716137224116第 2分位グループ

（0.31）（0.01）（0.04）（0.19）（0.45）

629

1456525712142第 3分位グループ

（0.22）（0.03）（0.22）（0.36）（0.18）

630

183356542414最上位グループ

（0.23）（0.10）（0.41）（0.19）（0.07）

630

13510492123参入企業

（0.29）（0.56）（0.09）（0.04）（0.02）

631



TFPが高い企業が，その後市場シェアを拡大

させることによる TFP上昇効果である．第三

項の共分散効果は TFPを伸ばした企業の市場

シェアがより拡大することによる効果である．

第二項と三項の合計は存続企業間の資源再配分

の効果を表す．参入効果と退出効果は，基準時

点の産業平均生産性より生産性の高い企業が参

入したり，相対的に生産性の低い企業が退出し

たりすることによる効果を表す．

我々は全期間 1982-2008 年を 3 つの期間

（1982-1990，1991-2000，2001-2008）に分けて，

TFP上昇の分解分析を行った．表 5にその結

果がまとめてある．分解の結果から日本の生産

性動学について以下の特徴が指摘できよう．第

一に，金・深尾・牧野（2010）が上場企業のみを

対象にした分析結果と同様に，TFP上昇の主

要な要因は存続企業内で起きた TFP上昇，つ

まり，内部効果であった．第二に，シェア効果

と共分散効果の合計である再配分効果は景気局

面と関係なく非常に低い．製造業と非製造業に

分けて見ると，製造業では再配分効果はないに

等しいが，非製造業においては 90年以降に再

配分効果の改善が見られる．第三に，退出効果

は，Fukao and Kwon（2006），Fukao, Kim and

Kwon（2008）の結果と同様に，景気や製造業と

非製造業の区分と関係なく常に負である．第四

に，参入効果はすべての期間で正であり，最近

になるにつれて徐々に改善されている．製造業

においては参入効果が退出効果より大きい一方

で，非製造業においては退出効果が参入効果よ

り大きい結果になっている．第五に，全産業と

製造業，非製造業に分けた場合でも，2000 年

以降の TFP 上昇率が 1982 年からバブル経済

崩壊直前の 1990 年間の TFP 上昇率を上回る
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注） 1．上段の数字は企業数を表す．

2．括弧内数字は期首の全企業に占める割合である．

1990

表 4．TFPレベルによる企業ランクの推移行列：非製造業

54264074157最下位グループ

1982

全企業退出企業
最上位
グループ

第 3分位
グループ

第 2分位
グループ

最下位
グループ

63478112832第 2分位グループ

（0.15）（0.07）（0.11）（0.21）（0.45）

351

32531619214第 3分位グループ

（0.18）（0.13）（0.23）（0.36）（0.09）

351

56183594014最上位グループ

（0.09）（0.15）（0.46）（0.26）（0.04）

352

332299306423参入企業

（0.16）（0.52）（0.17）（0.11）（0.04）

352

退出企業
最上位
グループ

第 3分位
グループ

第 2分位
グループ

最下位
グループ

2000

（0.33）（0.02）（0.05）（0.13）（0.47）

689228113692322最下位グループ

1991

全企業

（0.23）（0.06）（0.17）（0.42）（0.12）

6901584411829080第 2分位グループ

（0.22）（0.13）（0.45）（0.19）（0.01）

690151923091317第 3分位グループ

（0.25）（0.58）（0.12）（0.03）（0.01）

69117440484227最上位グループ

2008

359363374493参入企業

450172981344最下位グループ

2001

全企業退出企業
最上位
グループ

第 3分位
グループ

第 2分位
グループ

最下位
グループ

35040104291136第 2分位グループ

（0.49）（0.02）（0.03）（0.09）（0.37）

921

3385930417150第 3分位グループ

（0.38）（0.04）（0.11）（0.32）（0.15）

921

3213981335119最上位グループ

（0.37）（0.06）（0.33）（0.19）（0.05）

922

306249225270参入企業

0.35（0.43）（0.14）（0.06）（0.02）

922



結果になっている．

以上の資本金 6億円以上の大企業を対象にし

た生産性動学分析によって，（1）TFP上昇率の

ほとんどは存続企業内に起きた生産性上昇によ

って説明できること，また，資源再配分効果や

純参入効果のような新陳代謝機能による全体の

TFP上昇率への寄与は格段に少なかったこと，

（2）全体の TFP 上昇率の寄与を製造業と非製

造業に分けてみた場合，1980年代以降の日本

経済において生産性の上昇の源泉は製造業にあ

ったことがわかった．

6．おわりに

本論文では，1982年から 2008年までの『法

人企業統計調査』の企業レベルのデータを用い

て，製造業と非製造業の TFPレベルとその格

差の動向を観察した．そして，生産性動学分析

を通じて，TFP上昇は何によってもたらされ

るのかについて分析した．得られた主な分析結

果は以下の通りである．（1）全期間を通じて，

製造業の平均 TFPレベルは上昇傾向にあるが，

非製造業の TFP レベルは低迷している（2）製
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図 6．製造業における存続，参入，退出企業間の TFPレベルの比較

図 7．非製造業における存続，参入，退出企業間の TFPレベルの比較



造業と非製造業において産業内の TFP格差の

拡大が観察された．非製造業の TFP格差が大

きく，企業規模別に見ても非製造業において，

大企業と中小企業間の TFP格差が広かった．

製造業の産業内 TFPレベルの格差の拡大はフ

ロンティア企業の高い上昇率によるのに対し，

非製造業では生産性の低い企業の低迷によるも

のであった．（3）産業別の生産性動学分析の結

果，製造業が非製造業と比べて TFP上昇率が

高かった．（4）製造業における TFP 上昇のほ

とんどは企業内部の TFP上昇によって説明さ

れるが，非製造業では資源配分による寄与も見

られる．

非製造業の TFP上昇率が製造業に比べて非

常に低く，時間が経ってもそれほど上昇しない

理由として，生産性が低い非効率的な企業を市

場から退出させるという選択メカニズムがうま

く働いていないことが考えられる．また生産性

格差が特に非製造業で大きいことは競争圧力が

弱いために，企業における IT投資，無形資産

蓄積の努力を高めようとするインセンティブメ

カニズムが働かないことにあると考えられる．

今後は，非製造業における生産性低迷の原因，

生産性格差の拡大傾向が経済に及ぼす影響と生

産性格差の決定要因に関するより厳密な研究が

必要と考えられる．

（論文受付 2012年 6月 28日，採用決定 2014年
10月8日，学習院大学国際社会科学部開設準
備室・RIETI，専修大学経済学部，日本大学経
済学部・RIETI，一橋大学経済研究所・RIETI）

注
† 本稿は，経済産業研究所における「サービス産

業生産性向上に関する研究」プロジェクトの研究成果

である．本研究は，内閣府経済社会総合研究所におけ

る「サービス産業のアウトプットおよびデフレーター

の計測に関する国際比較」プロジェクトと一部共同し

て実施された．本稿の作成にあたっては，長岡貞男研

究主幹，森川正之副所長，冨田秀昭研究コーディネー

ターほか DP検討会参加者，小川一夫大阪大学教授ほ

か RIETI-ESRIの共同ワークショップ（日本のサービ

ス産業に関する分析）の参加者に有益なコメントを頂

いた．ここに謝辞を申し上げたい．本誌の匿名査読者

2名のコメントも本稿の改善に大変有益であった．

1） 先行研究に関する詳細なレビューは生産性分析

に関する先行研究を幅広くカバーしている金・深尾・

牧野（2010）を参照されたい．

2） JIPミクロデータベースの作成方法に関する説

明は深尾・宮川編（2008）に収録されている．
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TFP上昇率
期間

表 5．TFP上昇率の分解（年率，％）

純参入効果再配分効果
内部効果

cbf=b+cah=a+f+g

退出効果参入効果共分散効果シェア効果

−0.020.080.05−0.05−0.08−0.130.490.411982-1990

全
産
業

edg=d+e

0.240.180.090.080.170.610.961991-2000

（−0.06）（0.19）（0.13）（−0.13）（−0.20）（−0.33）（1.20）

0.130.640.752001-2008

（−0.06）（0.25）（0.19）（0.09）（0.08）（0.17）（0.64）

−0.06

製
造
業

（−0.66）（0.63）（−0.03）（0.18）（−0.01）（0.17）（0.86）

−0.490.47−0.020.130.00

（−0.06）（−0.01）（−0.08）（0.98）

−0.020.110.09−0.06−0.01−0.070.920.941982-1990

−0.030.130.110.05−0.010.040.961.101991-2000

（−0.02）（0.12）（0.09）

0.310.190.15−0.030.121.051.362001-2008

（−0.02）（0.12）（0.10）（0.04）（−0.01）（0.03）（0.87）

−0.23−0.23−0.471982-1990

非
製
造
業

（−0.09）（0.23）（0.14）（0.11）（−0.02）（0.09）（0.77）

−0.12

（0.05）（−0.05）（0.00）（0.08）（0.41）（0.50）（0.50）

−0.020.020.00−0.04−0.19

（0.17）（0.24）（0.41）（0.24）

−0.100.380.270.130.190.320.190.791991-2000

−0.920.65−0.270.110.020.130.180.052001-2008

（−0.13）（0.48）（0.35）

注） 1．括弧内の数字は各効果の相対的な寄与度である．

2．参入効果と退出効果にはスイッチ・イン（Switch-in），スイッチ・アウト（Switch-out）が含まれている．

（−20.21）（14.33）（−5.88）（2.43）（0.47）（2.90）（3.98）



3） Van Biesebroeck（2007）は生産性測定によく利

用される 5 つの代表的な手法（DEA, Stochastic fron-

tiers，GMM による生産関数推計，semi-parametric

推計，本論文で利用した Index numbers）を比較し，

measurement errorが小さい際に，Index numbersに

よる生産性測定が一番良いという結果を示している．

4） TFPの計測に必要なデータの出所と作成方法

については乾・金・権・深尾（2011）の補論を参照され

たい．なお，図 1 の TFP とは産業の範囲（非製造業

における金融・保険業の扱い等），個人企業の扱いが

異なるため直接比較できない点には注意が必要である．

5） 本論文では企業行動に関する変数を作成するた

めのデータが，『法人企業統計調査』から得られない

ため，企業特性変数を考慮した分析ができないという

問題がある．

6） 資本金 6億円以上の企業のみを対象としている

ために，推移行列を解釈する際には注意が必要である．

7） 本節では，資本金 6億円以上の企業のみを対象

としているために，「参入」と「退出」の扱いの際に

は注意が必要である．

8） 仮に t−1年から t年にかけて，ある企業の主

業が i産業から j産業に変化した場合，この企業の

TFPが 2つの産業において共に高い（低い）水準にあ

れば，i産業の平均生産性を下落（上昇）させ，j産業

の平均生産性を上昇（下落）させる効果を持つ．我々の

参入，退出効果は，このようなスイッチ・イン

（Switch-in），スイッチ・アウト（Switch-out）効果を含

む．
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